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トンネル定期点検委託 積算基準

Ⅰ．適⽤範囲 
この積算基準は、「⼤阪府トンネル点検要領（令和 2年 7⽉）」（以下，「点検要領」とい
う）に基づき実施する道路トンネルの定期点検委託を各⼟⽊事務所が発注する場合の業
務委託料の積算に適⽤する。 

Ⅱ．業務委託料の構成 
業務委託料の構成については、設計業務等の標準積算による。ただし、旅費交通費、電
⼦成果品作成費の他、機械経費、仮設費、安全費については直接経費として積上計上する。 
なお、旅費交通費（率を⽤いた積算）の適⽤区分は「調査、計画業務」、電⼦成果品作
成費の適⽤区分は「その他の設計業務」とする。 

Ⅲ．標準歩掛 
１．直接⼈件費 
（１）計画準備

（10 トンネル当り） 
項⽬ 主任技師 技師 A 技師 B 技師 C 技術員 

計画準備 3.0 - 9.0 6.0 3.0 
資料収集整理 - - 5.0 5.0 5.0 
現地踏査 - - 5.0 5.0 5.0 
関係機関協議 2.0 - 5.0 3.0 2.0 
（注）１．現地踏査や関係機関協議については外業の移動時間を含む。なお，移動に必要

な経費は「旅費交通費」による。 
２．「状態の把握（点検）」において⾛⾏型計測の結果に基づく対象箇所の絞り込み
を⾏わない場合は、特記仕様書に明記のうえ、計画準備の歩掛から以下の歩掛
を減ずるものとする。        （10トンネルあたり）  

技師 B：2.0⼈ 技師 C：2.0⼈ 技術員：2.0⼈ 

（２）⾛⾏型計測（画像計測・レーザー計測）
（1⽇当り） 

項 ⽬ 主任技師 技師 A 技師 B 技師 C 技術員 
画像計測及びレーザー計測 2.0 - 2.0 2.0 2.0 
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（注）１．⾛⾏型計測（画像計測・レーザー計測）所要⽇数は下表を参考とする。 
⼟⽊事務所名 トンネル数 トンネル総延⻑(m) 所要⽇数 

池⽥ 8 1,992 2 
茨⽊ 5 1,483 2 
枚⽅ 2 243 1 
富⽥林①（富⽥林②以外） 18 3,368 3 
富⽥林②（菊⽔台・蟹井・天⾒紀⾒） 3 2,608 2 
鳳①（国分・逢野） 2 468 1 
鳳②（⽗⻤・鍋⾕） 2 5,231 2 
岸和⽥ 3 1,043 1 

（３）⾛⾏型計測（解析）
（1,000ｍ当り） 

項 ⽬ 主任技師 技師 A 技師 B 技師 C 技術員 
展開画像作成 - - - 7.5 15.0 
ひび割れ・変状解析 - - - 7.5 15.0 
変形モード解析 1.5 3.0 6.0 6.0 - 
（注）１．展開画像作成、ひび割れ・変状解析、変形モード解析の所⽤⽇数は 7.5⽇ 

２．前回点検時の３次元点群データとの突合作業を⾏う場合、特記仕様書に明記の
上、次の歩掛を計上する。              （1,000ｍあたり） 
主任技師：1.0⼈ 技師Ａ：1.5⼈ 技師 B：3.0⼈ 技師 C：3.0⼈ 

（４）覆⼯背⾯空洞調査
（10,000㎡当り） 

項 ⽬ 地質調査技師 主任地質調査員 地質調査員 
覆⼯背⾯空洞調査 2.0 4.0 2.0 
（注）１．所⽤⽇数は 2.0⽇ 

（５）覆⼯背⾯空洞解析
（10,000㎡当り） 

項 ⽬ 主任技師 技師 A 技師 B 技師 C 技術員 
覆⼯背⾯空洞解析 2.5 5.0 2.5 - 
（注）１．所⽤⽇数は 2.0⽇ 
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（６）状態の把握（点検）
１）状態の把握（点検）
表 1.1 体制 （１⽇当り） 

項⽬ 主任技師 技師 A 技師 B 技師 C 技術員 
状態の把握（点検） - - 2.0 2.0 2.0 

表 1.2 点検⽇数 （10,000 ㎡当り） 
項 ⽬ ⽇数 初回 ２回⽬以降 

点検 
ひび割れ 
密度 

（m/㎡） 

0≦C≦0.1 ⽇ 3.1 2.4 
0.1＜C≦0.2 ⽇ 4.1 3.2 
0.2＜C≦0.3 ⽇ 5.3 4.2 
0.3＜C≦0.4 ⽇ 6.7 5.5 

0.4＜C ⽇ 8.7 7.3 
（注）１．上表 1.1 は，点検作業 1 ⽇当たりの標準的な班編成である。点検の種別及びひび割

れ密度に応じて，表 1.2 の点検⽇数を乗ずる。 
計上歩掛（10,000m2 当り） ＝ 班編成 × 点検⽇数 

２．うき・はく離箇所のハンマーによる撤去，取付⾦具類等のボルトの増し締め，がたつ
きのある照明灯具の番線固定等の点検作業時に実施する応急的な措置を含む。 

３．ひび割れ密度の計算⽅法は以下の例に従うものとする。 
４．ひび割れ密度が不明の場合は，０≦Ｃ≦０．１を初期設定とし，点検終了後，実際の
ひび割れ密度に基づき精算するものとする。 
５．附属物の取り付け⾦具や,アンカー等の点検を含む。 
【ひび割れ密度計算例】   

右図に⽰すように、進⾏性が認められるまたは新たなひ
び割れが２箇所にあり、それぞれの延⻑が L1、L2、ひ
び割れを囲む⻑⽅形部分の⾯積がそれぞれ a1、a2 であ
る時、ひび割れ密度はそれぞれ 
C1=L1/a1、C2=L2/a2 と定義される。 
進⾏性が認められるまたは新たなひび割れがスパン全
体に分布する場合は、その延⻑の合計をスパン⾯積 A 
で除した値をひび割れ密度として計算する。 

【初回・⼆回⽬以降点検例】 
初回の点検においては、道路トンネルの全延⻑に対し
て、近接⽬視のみならず覆⼯表⾯を全⾯的に打⾳するこ
とによりうきなどの有無について確認するのがよい。 
⼆回⽬以降の点検については、覆⼯表⾯全⾯に対し近接
⽬視により⾏うことを基本とし、次に⽰すように、必要
な範囲に対して打⾳によるうきなどの有無の確認をし
ていくことが考えられる。 
・⽬地部及びその周辺
・⽔平打継ぎ⽬及びその周辺
・前回の定期点検で確認されている変状箇所（ひび割れ、
うき･はく離、変⾊箇所、漏⽔箇所等） 
・近接⽬視等により新たに変状が確認された箇所
・対策⼯が施⼯されている箇所及びその周辺
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表 1.3 点検作業内容項⽬別の構成⽐率（参考） 
点検作業内容 構成⽐率 

近接⽬視点検 30% 
打⾳検査（たたき落とし含む） 35% 
変状箇所スケッチ 20% 
変状箇所写真撮影 15% 

計 100% 

（７）健全性の診断
（10 トンネル当り） 

項⽬ 主任技師 技師 A 技師 B 技師 C 技術員 
健全性の診断 2.0 - 10.0 10.0 - 

（注）１．トンネル本体⼯の変状等の状態判定を外⼒，材質劣化，漏⽔の変状に区分して⾏うも
のとする。 
２．材質劣化または漏⽔に起因する変状はそれぞれの変状毎に，外⼒に起因する変状は
覆⼯スパン毎に，健全性の診断を⾏う。 

３．附属物の取り付け⾦具や,アンカー等の診断を含む。 

（８）報告書等作成
（10 トンネル当り） 

項⽬ 主任技師 技師 A 技師 B 技師 C 技術員 
報告書の作成 2.0 - 9.0 9.0 9.0 

（９）定期点検記録様式の作成
（10，000m2 当り） 

項⽬ 主任技師 技師 A 技師 B 技師 C 技術員 
定期点検記録様式の作成 - - 1.4 3.5 5.9 

（注）１．報告書の電⼦データの納品を含む。 

（１０）打合せ協議
標準積算による。なお、中間打合せは，１業務当たり１回を標準とし，業務内容を勘案

して追加することができる。 
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２．直接経費 
（１）機械経費
１）⾛⾏型計測⾞両（画像計測及びレーザー計測）・⾼精度処理（レーザー計測）の経費

項 ⽬ 単位 単 価 (円・税抜き） 
⾛⾏型計測⾞両 
（画像計測及びレーザー計測） 

1 台・⽇ 資材調査単価による 

⾼精度処理（レーザー計測） 10 トンネル 

２）覆⼯背⾯空洞調査の経費
（10,000 m2） 

項⽬ 単位 直接経費 
覆⼯背⾯空洞調査 ⼀式 覆⼯背⾯空洞調査にかかる 

直接⼈件費×５％ 

３） トンネル点検⾞の経費等
トンネル点検⾞運転⽇数 （10,000 ㎡当り） 

項 ⽬ ⽇数 初回 ２回⽬以降 
点検 
ひび割れ 
密度 

（m/㎡） 

0≦C≦0.1 ⽇ 3.1 2.4 
0.1＜C≦0.2 ⽇ 4.1 3.2 
0.2＜C≦0.3 ⽇ 5.3 4.2 
0.3＜C≦0.4 ⽇ 6.7 5.5 

0.4＜C ⽇ 8.7 7.3 

トンネル点検⾞の規格と⽇当り稼働時間 (１⽇当り) 
名 称 規 格 単位 数量 備 考 

トンネル点検⾞賃料 トラック架装型・伸縮ブーム・
プラットフォーム型・作業床⾼ 9.9ｍ

時間 5.2 ⽇当り稼働時間 

（注）１．点検⾞規格：〔トラック架装型・伸縮ブーム・プラットフォーム型〕作業床⾼ 9.9ｍを
標準としている。 
その他の機械を使⽤する場合は，別途,費⽤を計上するものとする。 

２．運転⼿の職種については⼀般運転⼿を標準としているが，リフト⾞規格を変更する
場合，「作業床⾼ 10m 以上」等の技能講習資格が必要な場合は，特殊運転⼿を計上
する。 

３．トンネル点検⾞の運転⽇数は，定期点検⽇数と同じ⽇数を計上する。 
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トンネル点検⾞の運転単価表 （１⽇当り） 
名称 規格 単位 数量 備考 

⼀般運転⼿ ⼈ 1.0 
トンネル点検⾞賃料 トラック架装型・伸縮ブーム・プ

ラットフォーム型・作業床⾼ 9.9ｍ
⽇ 1.0 

燃料費 L 1.0 ⽇当り稼働時間×4.2L 

諸雑費 式 1.0 まるめ 
（注）１．⾼さ 10m 以上のトンネル点検⾞を使⽤する場合の規格は,別途,考慮すること。ま

た点検運転⼿の職種について,点検⾞「作業床⾼ 10m 以上」等の技能講習資格が必
要な場合は,特殊運転⼿を計上する。 

３）投光機材の経費等
トンネル定期点検で使⽤する投光機材の機械経費として，状態の把握（点検）の直
接⼈件費の３％を計上する。投光機材とは，トンネル点検⾞バケット上に搭載する投
光機材や側壁部や路⾯部等で使⽤する投光機材のすべてをいう。 

投 光 機 材 直接⼈件費の３％ 

（２）安全費
１）交通誘導員
交通誘導員はトンネル点検のための規制期間⽇数に,下記の班編成の⼈員を乗じた
額を計上する。 
班編制 （1 ⽇当り） 

項 ⽬ 交通誘導警備員 A 交通誘導警備員 B 
トンネル延⻑ 1km 未満 1.0 2.0 

1km 以上 1.0 3.0 
（注）１．上表は⽚側交互通⾏により点検を実施した場合の基本的な班編制の例を⽰すもの

であり、トンネル条件，交通状況，その他現地の状況等を勘案して計上するものと
する。 

２）保安施設
保安施設は，道路⼯事保安施設設置基準（案）等を参考に，⽴看板,保安灯,⽮印板,
バリケード等を,点検区間⻑,交通量,交通状況,その他現地の状況等を勘案して計上す
るものとする。 
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測量補助員 （地籍図・地籍簿、街区境界調

査図・街区境界調査簿の作成等）

なお、広範囲にわたる伐採（伐採した木等の運搬、処分等を含む）等が生じる場合には、

必要な費用を伐採費として見積（消費税及び諸経費抜き）等により積み上げることができる。
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　　地盤変動影響調査等は、「公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等

　の損害等に係る事務処理要領」（昭和61年４月１日付け建設省経整発第22号建設事務次官通知。以

　下「事務処理要領」という。）第１条の建物その他工作物（以下「建物等」という。）について、

　同要領第２条第５号の建物等の配置及び現況の調査（以下「事前調査」という。）、第４条の調査

　（以下「事後調査」という。）並びに第７条に係る費用負担額の算定（以下「算定」という。）並

　びに費用負担の説明の区分により行うものとする。

　　第１　業務費の構成

　　　　この積算基準による業務費の構成は、原則として、次によるものとする。

業務費

消費税等相当額

㉘　地盤変動影響調査等

直接経費

その他原価間接原価

一般管理費等

業

務

原

価

業

務

価

格

直接原価

材料費等

旅費交通費

作業費

その他

直接人件費
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　　第２　業務費の内容及び積算

　　　１　直接原価

　　　　　直接原価は、直接人件費及び直接経費に区分して積算するものとし、積算の方法等は次によ

　　　　るものとする。

　　　　（１）直接人件費

　　　　　イ　直接人件費は、調査業務に従事する技術者の人件費で、その基準日額は原則として、国

　　　　　　土交通省が公表する「設計業務委託等技術者単価」によるものとする。

　　　　　　　ただし、これによりがたい特別の事情がある場合には、その理由を明確にして、別途の

　　　　　　基準単価を使用することができるものとする。

　　　　　ロ　補正率の取扱い

　　　　　　　各区分における単位当たりの直接人件費積算のための補正率の取扱いは、原則として次

　　　　　　に例示する方法によるものとする。この場合の計上人員（歩掛）は、小数点以下第３位を

　　　　　　切捨てとする。

　　　　　　　なお、規定された規模補正を超える場合又は難易補正により難い場合においては、見積

　　　　　　を徴収するものとする。

　　　　　　（例示）木造建物Ａ（表６－５）の場合

（基準値） （補正値）

職種 規模 補正率 規模

70㎡以上 200㎡以上

130㎡未満 300㎡未満

技師　Ａ ０．６８人 １．８０ １．２２人

技師　Ｂ ２．０８人 １．８０ ３．７４人

技師　Ｃ １．４２人 １．８０ ２．５５人

技師　Ｄ ０．１３人 １．８０ ０．２３人

　注補正率は、表６－６で定める率である。

　　　　（２）直接経費

　　　　　イ　材料費等

　　　　　　　材料費等は、調査業務を実施するに当たって必要な材料等の費用とし、補償コンサル

　　　　　　タント登録規定（昭和59年９月21日建設省告示第1341号）第７条に定める管制業務原価

　　　　　　報告書科目のうちトレース印刷費（図面、報告書等の成果物作成のためのトレース、浄書

　　　　　　等及び印刷、陽画焼付、製本、写真代）及び消耗品費（用紙、ファイル、フィルム等の

　　　　　　購入費）であって、次の式によって得た額を計上するものとする。

　　　　　　　この場合の計上額は、１円未満を切捨てとする。

　　　　　　　材料費等＝直接人件費×７パーセント

　　　　　ロ　旅費交通費

　　　　　　　旅費交通費は、設計業務等標準積算基準書（参考資料）第１編総則第２章積算基準第１

　　　　　　節積算基準１－３（以下「１－３」という。）を適用する。
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　　　　　ハ　作業費

　　　　　　　調査業務を実施するに当たって、掘削、樹木の伐採、保安要員等が特に必要と認められる

　　　　　　場合には、別途、見積を徴収するものとする。

　　　２　その他原価

　　　　　その他原価は間接原価及び直接経費（積上計上するものを除く）からなる。

　　　　　なお、間接原価は、当該業務担当部署の事務職員の人件費および福利厚生費、水道光熱費等

　　　　の経費とする。

　　　３　一般管理費等

　　　　　業務を処理する建設コンサルタント等における経費等のうち直接原価、間接原価以外の経費。

　　　　一般管理費等は一般管理費及び付加利益よりなる。

　　　　（１）一般管理費

　　　　　　　一般管理費は、建設コンサルタント等の当該業務担当部署以外の経費であって、役員報

　　　　　　酬、従業員給与手当、退職金、法定福利費、福利厚生費、事務用品費、通信交通費、動力

　　　　　　用水光熱費、広告宣伝費、交際費、寄付金、地代家賃、減価償却費、租税公課、保険料、

　　　　　　雑費用を含む。

　　　　（２）付加利益

　　　　　　　付加利益は、当該業務を実施する建設コンサルタント等を継続的に運営するのに要する

　　　　　　費用であって、法人税、地方税、株主配当金、役員賞与金、内部保留金、支払利息及び割

　　　　　　引料、支払保証料その他の営業外費用等を含む。

　　　４　業務委託料の積算

　　　　（１）業務委託料の積算方式

　　　　　　　業務委託料は、次の方式により積算する。

　　　　　　　業務委託料＝（業務価格）＋（消費税等相当額）＝〔｛（直接人件費）＋（直接経費）

　　　　　　　　　　　　　　　＋（その他原価）｝＋（一般管理費等）〕×｛１＋（消費税等税率）｝

　　　　（２）各構成要素の算定

　　　　　イ　直接人件費

　　　　　　　設計業務等に従事する技術者の人件費とする。なお、名称およびその基準日額は別途定

　　　　　　める。

　　　　　ロ　直接経費

　　　　　　　直接経費は、第３　１　（２）の各項目について必要額を積算するものとする。

　　　　　　　第３　１　（２）の各項目以外の必要額については、その他原価として計上する。

　　　　　ハ　その他原価

　　　　　　　その他原価は次式により算定した額の範囲内とする。

　　　　　　　（その他原価）＝（直接人件費）×α／（１－α）

　　　　　　　ただし、αは業務原価（直接経費の積上計上分を除く）に占めるその他原価の割合であ

　　　　　　り、３５％とする。

　　　　　ニ　一般管理費等

　　　　　　　一般管理費等は次式により算定した額の範囲内とする。
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　　　　　　　（一般管理費等）＝（業務原価）×β／（１－β）

　　　　　　　ただし、βは業務価格に占める一般管理費等の割合であり、３５％とする。

　　　　　ホ　消費税等相当額

　　　　　　　消費税等相当額は、業務価格に消費税等の税率を乗じて得た額とする。

　　　　　　　消費税等相当額＝〔｛直接人件費）＋（直接経費）＋（その他原価）｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋（一般管理費等）〕×（消費税等税率）

　　　５　その他

　　　　（１）作業区分

　　　　　　　本歩掛の作業区分は、調査外業（調査）、調査内業（図面等）及び算定とする。

　　　　　イ　調査外業は、建物等の現地での調査及び官公庁その他関係する機関において所調査を行

　　　　　　うことをいう。

　　　　　ロ　調査内業は、調査外業における結果を基に図面、調査書の作成及び補償額又は費用負担

　　　　　　額の算定に必要となる諸数量の計算等の作業を行うことをいう。

　　　　　ハ　算定は、調査内業の結果を基に各種単価の記入及び補償額、費用負担額等の計算並びに

　　　　　　成果品の整理製本等の作業を行うことをいう。

　　　　（２）職種の表示

　　　　　　　積算基準の歩掛表に表示する職種は、次のとおりとする。

職　　種　　名 表　示　職　種

主　任　技　師 主　任　技　師

技　　師（Ａ） 技　　師　　Ａ

技　　師（Ｂ） 技　　師　　Ｂ

技　　師（Ｃ） 技　　師　　Ｃ

技　　術　　員 技　　師　　Ｄ
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　　第３　共通

　　　１　打合せ協議

　　　　　調査業務の実施に際して行う打合せ協議の直接人件費の積算は、表４－１により行う

　　　　ものとする。

表４－１

業 務
着手時

中 間
打合せ

成果物
納入時

主任技師 0.50 0.50 0.50 中間打合せ

技師　Ａ 0.50 0.50 0.50 １回当たり

技師　Ｂ 0.50 0.50 0.50

注１　打合せ協議には、打合せ記録簿の作成時間及び移動時間（片道所要時間１時間程

　　度以内）を含むものとする。

注２　中間打合せの回数は、各業務区分に記載の標準回数を基本とし、必要に応じて、

　　中間打合せ回数を増減して計上するものとする。

注３　複数の業務区分（例：第６建物等の調査と第７営業その他の調査　など）の業務

　　を同時に発注する場合は、各業務区分の中間打合せ回数をそれぞれ計上するものと

　　する。

注４　計上する中間打合せは、発注者及び受注者の双方において打合せを行う必要があ

　　ると判断され、（主任）監督員と、主任担当者を含む担当技術者又は業務従事者に

　　よって、対面方式により行われるものに限る。

　　　２　作業計画の策定

　　　　　調査業務の実施に伴う作業計画書の作成に要する直接人件費の積算は、表４－２により

　　　　行うものとする。

表４－２

備　　考

業務打合せ協議 ―

外　　業

種目 単位 規模 職種

種　　　目 単　位 規 模 職　　種 内　業 備　　考

主任技師 0.38

作業計画書の作成 業　務 ― 技師　Ａ 0.38
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　　第４　地盤変動影響調査等

　　［一］　事前調査、事後調査及び算定

　　　１　打合せ協議

　　　　　中間打合せの回数は、事前調査のみ、事後調査のみ及び算定のみの業務実施については１

　　　　回を、事後調査に加えて算定も実施する場合は２回を標準とするが、必要に応じて打合せ回

　　　　数を増減する

　　　２　現地踏査

　　　　　現地踏査の費用内容及び取扱いは、「用地調査等業務費積算基準」第６建物等の調査　３現

　　　　地踏査に準ずるものとし、これに要する直接人件費の積算は、表15－１－１により行うものと

　　　　する。

表15－１－１

種　　目 単　位 規　模 職　　種 外　業

技師　Ａ 0.39人

現地踏査 業　務 ― 技師　Ｂ 0.39人

技師　Ｃ 0.39人

　　　３　事前調査及び事後調査を行う場合の建物の区分

　　　　　事前調査及び事後調査を行う場合の建物の区分は、「用地調査等業務費積算基準」第６建

　　　　　物等の調査　４建物の調査表６－３、表６－４及び表６－10の区分によるものとする。

　　　４　事前調査

　　　　（１）建物の調査

　　　　　　　建物敷地内の建物の事前調査に要する直接人件費の積算は、表15－１－２により

　　　　　　行うものとする。

　　　　　　　ただし、鉄骨系、コンクリート系及び木質系のプレハブ造の建物については、木造建

　　　　　　物に準じて処理するものとする。なお、建物内部の調査を拒否されたものについては、

　　　　　　歩掛（調査外業、調査内業（図面等））を60パーセントに補正するものとする。また、

　　　　　　本歩掛には水準測量を含むものとするが、基準点（公共水準点）の設置に要する費用は

　　　　　　含んでいないため、設置する必要がある場合には、別途その費用を計上するものとする。

表15－１－２

外　業

調　査 図面等 算　定

技師　Ａ 0.78 0.30 ― 1.08人

木造建物Ａ 棟 70㎡以上 技師　Ｂ 0.78 0.93 ― 1.71人

130㎡未満 技師　Ｃ 0.78 0.56 ― 1.34人

技師　Ｄ ― 0.58 ― 0.58人

備　　考

計 備　考区　　分 単位 規　　模 職　種
内　　　業
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技師　Ａ 0.93 0.34 ― 1.27人

木造建物Ｂ 棟 70㎡以上 技師　Ｂ 0.93 0.82 ― 1.75人

130㎡未満 技師　Ｃ 0.93 0.66 ― 1.59人

技師　Ｄ ― 0.50 ― 0.50人

技師　Ａ 0.55 0.25 ― 0.80人

木造建物Ｃ 棟 70㎡以上 技師　Ｂ 0.55 0.63 ― 1.18人

130㎡未満 技師　Ｃ 0.55 0.33 ― 0.88人

技師　Ｄ ― 0.47 ― 0.47人

技師　Ａ 0.59 0.22 ― 0.81人

木造特殊建物 棟 50㎡以上 技師　Ｂ 0.59 0.92 ― 1.51人

70㎡未満 技師　Ｃ 0.59 0.19 ― 0.78人

技師　Ｄ ― 0.54 ― 0.54人

技師　Ａ 1.07 0.39 ― 1.46人

非木造建物 棟 200㎡以上 技師　Ｂ 1.07 1.13 ― 2.20人

（用途区分） 400㎡未満 技師　Ｃ 1.07 0.78 ― 1.85人

　　イ 技師　Ｄ ― 0.68 ― 0.68人

技師　Ａ 1.06 0.40 ― 1.46人

非木造建物 棟 200㎡以上 技師　Ｂ 1.06 1.39 ― 2.45人

（用途区分） 400㎡未満 技師　Ｃ 1.06 0.73 ― 1.79人

　　ロ 技師　Ｄ ― 0.47 ― 0.47人

技師　Ａ 0.67 0.30 ― 0.97人

非木造建物 棟 200㎡以上 技師　Ｂ 0.67 0.77 ― 1.44人

（用途区分） 400㎡未満 技師　Ｃ 0.67 0.48 ― 1.15人

　　ハ 技師　Ｄ ― 0.59 ― 0.59人

注１　本表規模欄に定める面積以外の場合で木造建物Ａ、Ｂ及びＣにあっては、表15－１－３、

　　木造特殊建物にあっては表15－１－４、非木造建物イ、ロ及びハにあっては表15－１

　　－５の補正率表を適用するものとする。

注２　建物１棟が複数の区分所有権者又は借家人によって集合住宅となっているときは、本

　　表によらず表15－１－６により直接人件費の積算を行うものとする。

木造建物Ａ、Ｂ及びＣの補正率 表15－１－３

建物延べ 70㎡以上 130㎡以上 200㎡以上 300㎡以上

面　　積 70㎡未満 130㎡未満 200㎡未満 300㎡未満 450㎡未満

補正率 0.80 1.00 1.30 1.80 2.40

450㎡以上 600㎡以上 1,000㎡以上

600㎡未満 1,000㎡未満 2,000㎡未満

3.00 4.00 5.30
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木造特殊建物の補正率 表15－１－４

非木造建物イ、ロ及びハの補正率 表15－１－５

表15－１－６

外　業

調　査 図面等 算　定

技師　Ａ 0.36 0.11 ― 0.47人

区分所有 戸 35㎡以上 技師　Ｂ 0.36 0.22 ― 0.58人

建物等 65㎡未満 技師　Ｃ 0.36 0.18 ― 0.54人

技師　Ｄ ― 0.14 ― 0.14人

注１　区分所有権者又は借家人が共同で使用する共用部分については、共用部分に応じた規

　　模面積を１戸として計上するものとする。

注２　各戸当たり及び共用部分が、本表規模欄に定める面積以外の場合は、表15－１－７の

　　補正率表を適用するものとする。

注３　建物内部の調査を拒否されたものについては、歩掛（調査外業、調査内業（図面等））

　　を60パーセントに補正するものとする。また、本歩掛には水準測量を含むものとするが、

　　基準点（公共水準点）の設置に要する費用は含んでいないため、設置する必要がある場

　　合には、別途その費用を計上するものとする。

備　考区　　分 単位 規　　模 職　種
内　　　業

計

建物延べ 50㎡以上 70㎡以上 130㎡以上 200㎡以上

面　　積 50㎡未満 70㎡未満 130㎡未満 200㎡未満 300㎡未満

補正率 0.80 1.00 1.40 1.90 2.60

300㎡以上 500㎡以上

500㎡未満 700㎡未満

3.50 4.70

建物延べ 200㎡以上 400㎡以上 600㎡以上

面　　積 200㎡未満 400㎡未満 600㎡未満 1,000㎡未満

補正率 0.80 1.00 1.40 1.90

1,000㎡以上 1,500㎡以上 2,000㎡以上 3,000㎡以上 4,000㎡以上

1,500㎡未満 2,000㎡未満 3,000㎡未満 4,000㎡未満 5,000㎡未満

2.60 3.20 4.10 5.20 6.20

5,000㎡以上 7,000㎡以上 10,000㎡以上 15,000㎡以上

7,000㎡未満 10,000㎡未満 15,000㎡未満 21,000㎡未満

7.50 9.50 12.30 15.90
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表15－１－７

　　　　（２）工作物の調査

　　　　　　　建物敷地内の建物の事前調査に要する直接人件費の積算は、表15－１－８により

　　　　　　行うものとし、本表敷地面積欄に定める面積以外の場合は、表15－１－９の補正率表

　　　　　　を適用するものとする。なお、本歩掛には水準測量を含むものとするが、基準点（公共

　　　　　　水準点）の設置に要する費用は含んでいないため、設置する必要がある場合には、別途

　　　　　　その費用を計上するものとする。

表15－１－８

外　業

調　査 図面等 算　定

技師　Ａ 0.43 0.18 ― 0.61人

工　作　物 箇所 100㎡以上 技師　Ｂ 0.43 0.38 ― 0.81人

300㎡未満 技師　Ｃ 0.43 0.44 ― 0.87人

技師　Ｄ ― 0.32 ― 0.32人

注１　工作物の調査範囲内で建物の調査区域とした範囲は、工作物の調査面積から除くもの

　　とする。

注２　駐車場（月ぎめ駐車場等）や店舗・工場等の大規模敷地内の一部の工作物のみの調査

　　を行う場合も本歩掛により行うものとし、調査範囲が本表敷地面積欄に定める面積以外

　　の場合は、表15－１－９の補正率を適用するものとする。

表15－１－９

備　考区　　分 単位 敷地面積 職　種
内　　　業

計

戸当たり 35㎡以上 65㎡以上 100㎡以上 150㎡以上

延べ面積 35㎡未満 65㎡未満 100㎡未満 150㎡未満 225㎡未満

補正率 0.80 1.00 1.30 1.80 2.40

225㎡以上 300㎡以上 500㎡以上

300㎡未満 500㎡未満 700㎡未満

3.00 4.00 5.30

敷地面積 100㎡以上 300㎡以上 630㎡以上 1,300㎡以上

100㎡未満 300㎡未満 630㎡未満 1,3000㎡未満 2,000㎡未満

補正率 0.80 1.00 1,80 2.90 4.10

2,000㎡以上 3,300㎡以上

3,300㎡未満 5,000㎡未満

5.70 7.70
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　５　事後調査

（１）建物の調査

建物敷地内の建物の事後調査（費用負担額の算定を除く。）に要する直接人件費の積算は、

　表15－１－10により行うものとする。ただし、建物内部の調査を拒否されたものについて

　は、歩掛（調査外業、調査内業（図面等））を60パーセントに補正するものとする。なお、

　本歩掛には水準測量を含むものとする。

表15－１－10

外　業

調　査 図面等 算　定

技師　Ａ 0.71 0.26 ― 0.97人

木造建物Ａ 棟 70㎡以上 技師　Ｂ 0.71 0.74 ― 1.45人

130㎡未満 技師　Ｃ 0.71 0.45 ― 1.16人

技師　Ｄ ― 0.65 ― 0.65人

技師　Ａ 0.84 0.37 ― 1.21人

木造建物Ｂ 棟 70㎡以上 技師　Ｂ 0.84 0.66 ― 1.50人

130㎡未満 技師　Ｃ 0.84 0.61 ― 1.45人

技師　Ｄ ― 0.50 ― 0.50人

技師　Ａ 0.46 0.23 ― 0.69人

木造建物Ｃ 棟 70㎡以上 技師　Ｂ 0.46 0.74 ― 1.20人

130㎡未満 技師　Ｃ 0.46 0.32 ― 0.78人

技師　Ｄ ― 0.55 ― 0.55人

技師　Ａ 0.57 0.28 ― 0.85人

木造特殊建物 棟 50㎡以上 技師　Ｂ 0.57 0.65 ― 1.22人

70㎡未満 技師　Ｃ 0.57 0.23 ― 0.80人

技師　Ｄ ― 0.51 ― 0.51人

技師　Ａ 1.17 0.36 ― 1.53人

非木造建物 棟 200㎡以上 技師　Ｂ 1.17 0.65 ― 1.82人

（用途区分） 400㎡未満 技師　Ｃ 1.17 0.33 ― 1.50人

　イ 技師　Ｄ ― 0.60 ― 0.60人

技師　Ａ 1.00 0.38 ― 1.38人

非木造建物 棟 200㎡以上 技師　Ｂ 1.00 0.73 ― 1.73人

（用途区分） 400㎡未満 技師　Ｃ 1.00 0.54 ― 1.54人

　ロ 技師　Ｄ ― 0.74 ― 0.74人

技師　Ａ 0.66 0.23 ― 0.89人

非木造建物 棟 200㎡以上 技師　Ｂ 0.66 0.68 ― 1.34人

（用途区分） 400㎡未満 技師　Ｃ 0.66 0.38 ― 1.04人

　ハ 技師　Ｄ ― 0.63 ― 0.63人

注１　本表規模欄に定める面積以外の場合は、表15－１－３、表15－１－４及び表15－１

備　考区　　分 単位 規　　模 職　種
内　 　業

計
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　　－５の補正率表を適用するものとする。

注２　建物１棟が複数の区分所有権者又は借家人によって集合住宅となっているときは、

　　本表によらず表15－１－11により直接人件費の積算を行うものとする。

表15－１－６

外　業

調　査 図面等 算　定

技師　Ａ 0.20 0.11 ― 0.31人

区分所有 戸 35㎡以上 技師　Ｂ 0.20 0.13 ― 0.33人

建物等 65㎡未満 技師　Ｃ 0.20 0.07 ― 0.27人

技師　Ｄ ― 0.09 ― 0.09人

注１　区分所有権者又は借家人が共同で使用する共用部分については、共用部分に応じた規

　　模面積を１戸として計上するものとする。

注２　各戸当たり及び共用部分が、本表規模欄に定める面積以外の場合は、表15－１－７の

　　補正率表を適用するものとする。

注３　建物内部の調査を拒否されたものについては、歩掛（調査外業、調査内業（図面等））

　　を60パーセントに補正するものとする。また、本歩掛には水準測量を含むものとする。

　　　　（２）工作物の調査

　　　　　　　建物敷地内の建物の事後調査（費用負担額の算定を除く。）に要する直接人件費の

　　　　　　積算は、表15－１－12によるものとし、本表敷地面積欄に定める面積以外の場合は、

　　　　　　表15－１－９の補正率表を適用するものとする。なお、本歩掛には水準測量を含むも

　　　　　　のとする。

表15－１－12

外　業

調　査 図面等 算　定

技師　Ａ 0.41 0.21 ― 0.62人

工　作　物 箇所 100㎡以上 技師　Ｂ 0.41 0.38 ― 0.79人

300㎡未満 技師　Ｃ 0.41 0.28 ― 0.69人

技師　Ｄ ― 0.34 ― 0.34人

注１　工作物の調査範囲内で建物の調査区域とした範囲は、工作物の調査面積から除くもの

　　とする。

注２　駐車場（月ぎめ駐車場等）や店舗・工場等の大規模敷地内の一部の工作物のみの調査

　　を行う場合も本歩掛により行うものとし、調査範囲が本表敷地面積欄に定める面積以外

　　の場合は、表15－１－９の補正率を適用するものとする。

　　　６　算　定

　　　　　算定とは、事務処理要領第６条（費用負担の要件）に定めるところにより算定が必要と認

　　　　められる建物及び工作物について費用負担額の算定を行うものとし、これに要する業務費の

　　　　積算は、表15－１－13により行うものとする。

計 備　考区　　分 単位 規　　模 職　種
内　　　業

備　考区　　分 単位 敷地面積 職　種
内　　　業

計
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　　　　　なお、本歩掛は建物等の損傷箇所を補修する方法による費用負担額の算定の場合に適用す

　　　　るものとし、建物等の構造部の矯正による算定及び復元による算定の場合は本歩掛を適用せ

　　　　ず、別途見積等を徴収して対応するものとする。

表15－１－13

外　業

調　査 図面等 算　定

技師　Ａ ― 0.21 0.12 0.33人

木造建物 棟 70㎡以上 技師　Ｃ ― 0.72 0.24 0.96人

130㎡未満 技師　Ｄ ― ― 0.14 0.14人

技師　Ａ ― 0.38 0.26 0.64人

非木造建物 棟 200㎡以上 技師　Ｃ ― 1.14 0.34 1.48人

400㎡未満 技師　Ｄ ― ― 0.15 0.15人

技師　Ａ ― 0.10 0.07 0.17人

区分所有 戸 35㎡以上 技師　Ｃ ― 0.25 0.13 0.38人

建物等 65㎡未満 技師　Ｄ ― ― 0.04 0.04人

技師　Ａ ― 0.18 0.12 0.30人

工　作　物 箇所 100㎡以上 技師　Ｃ ― 0.41 0.13 0.54人

300㎡未満 技師　Ｄ ― ― 0.08 0.08人

注１　木造特殊建物は、木造建物として取り扱うものとする。

注２　区分所有権者又は借家人が共同で使用する共用部分については、共用部分に応じた規

　　模面積を１戸として計上するものとする。

注３　本表規模欄に定める面積以外の場合は、表15－１－３、表15－１－５、表15－１－７

　　及び表15－１－９の補正率を適用するものとする。

　　［二］　費用負担の説明

　　　　　費用負担の説明とは、公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等

　　　　の損害等に係る費用負担の有無、費用負担額の算定内容等（以下「費用負担の内容等」とい

　　　　う。）の説明を行うこといい、次の項目により行うものとする。

　　　　　なお、この場合の歩掛は、受注者が２名以上の編成で行うことを前提としたものである。

　　　１　打合せ協議

　　　　　中間打合せの回数は、２回を標準とし、必要に応じて打合せ回数を増減する。

　　　２　現地踏査

　　　　　現地踏査の費用内容及び取扱いは、「用地調査等業務費積算基準」第６建物等の調査

　　　　３現地踏査に準ずるものとし、これに要する直接人件費の積算は、表15－２－１により行う

　　　　ものとする。

備　考区　　分 単位 規　　模 職　種
内　　　業

計
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表15－２－１

種　　目 単　位 規　模 職　　種 外　業

技師　Ａ 0.60人

現地踏査 業　務 ― 技師　Ｂ 0.60人

技師　Ｃ 0.60人

　　　３　概況ヒアリング等

　　　　　概況ヒアリング等は、概況ヒアリング等及び費用負担の説明の対象となる権利者等に対し、

　　　　面接等により、費用負担の説明を行うことについての協力依頼を行うものとし、これに要する

　　　　直接人件費の積算は、表15－２－２により行うものとする。

表15－２－２

種　　目 単　位 規　模 職　　種 外　業 内　業 計 備　考

主任技師 ― 0.04 0.04人

概況ヒア 権利者 ― 技師　Ａ 0.05 0.04 0.09人

リング等 技師　Ｃ 0.05 0.04 0.09人

注１　技師Ａ１名、技師Ｃ１名の２名編成で行うことを前提としたものである、ただし、

　　概況ヒアリングには、主任技術者が加わるものとする。

注２　直接人件費 ＝ 単価 × 権利者数

　　　４　説明資料の作成等

　　　　　説明資料の作成等は、権利者ごとの処理の方針の検討、費用負担の内容等の確認、説明資

　　　　料の作成等を行うものとし、これに要する直接人件費の積算は、表15－２－３により行う

　　　　ものとする。

表15－２－３

種　　目 単　位 規　模 職　　種 外　業 内　業 計 備　考

主任技師 ― 0.04 0.04人

説明資料の 権利者 ― 技師　Ａ ― 0.11 0.11人

作成等 技師　Ｃ ― 0.21 0.21人

注　直接人件費 ＝ 単価 × 権利者数

　　　５　費用負担説明

　　　　　費用負担説明は、費用負担の内容等の説明、記録簿の作成を行うものとし、これに要する

　　　　直接人件費の積算は、表15－２－４により行うものとする。

表15－２－４

種　　目 単　位 規　模 職　　種 外　業 内　業 計 備　考

主任技師 ― 0.10 0.10人

費用負担 権利者 ― 技師　Ａ 1.45 0.10 1.55人

説明 技師　Ｃ 1.45 0.36 1.81人

注　直接人件費 ＝ 単価 × 権利者数

備　　考
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別表

種　　別 細　　別 単　位 数位 備　 　考

打合せ協議 業　務 1 中間打合せの回数は各区分ごと
に記載の標準回数を参照のこと。

作業計画の策定 業　務 1

打合せ協議 中間打合せ 回 1

現地踏査 業　務 1

木造建物・木造特殊 棟 1
建物・非木造建物

区分所有建物 戸 1

工作物 箇　所 1

木造建物・木造特殊 棟 1
建物・非木造建物

区分所有建物 戸 1

工作物 箇　所 1

木造建物・非木造建物 棟 1

区分所有建物 戸 1

工作物 箇　所 1

打合せ協議 中間打合せ 回 1

現地踏査 業　務 1

概況ヒアリング等 権利者 1

説明資料 等の作成等 権利者 1

費用負担説明 回 1

設　計　数　量　表　示　単　位　一　覧　表

区
分

共

通

事
前
調
査

、

事
後
調
査
及
び
算
定

費
用
負
担
の
説
明

事前調査

事後調査

算定
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（２）業務委託料構成費目の内容

イ 直接原価

（イ）直接人件費

直接人件費は、業務に従事する者の人件費とする。

（ロ）直接経費（積上計上分）

直接経費は、業務処理に必要な経費のうち次に掲げるものとする。

ａ．事務用品費

ｂ．旅費交通費（業務用自動車損料、燃料費及び運転手賃金含む）

ｃ．業務用事務室損料及び備品費等

ｄ．電算機使用経費　　　　　　　　等

（ハ）直接経費（積上計上するものを除く）

直接経費（積上計上分）以外の直接経費とする。

ロ 間接原価

※その他原価は、直接経費（積上計上するものを除く）及び間接原価からなる。

ハ 一般管理費等

業務を処理する建設コンサルタント等における経費等のうち直接原価、間接原価以外の経費。

※一般管理費等は一般管理費及び付加利益よりなる。

ニ 消費税相当額

消費税相当額は、消費税及び地方消費税相当分を積算するものとする。

３．業務委託料の積算

（１） 業務委託料の積算方式

業務委託料は、次の方式により積算するものとする。

業務委託料　＝（業務価格）＋（消費税相当額）

　＝［（業務原価）＋（一般管理費等）］＋（消費税相当額）

　＝［（直接人件費）＋（直接経費）＋（その他原価）］＋（一般管理費等）＋（消費税相当額）

　当該業務担当部署の事務職員の人件費および福利厚生費、水道光熱費等の経費，オンライン電子納品に
要する費用，情報共有システムに要する費用（登録料及び利用料），PC 等の標準的なOA 機器費用
（BIM/CIM に関するライセンス費用を含む）とする。

㉝　工事監督支援業務

１．適用範囲

２．業務委託料

（１）業務委託料の構成

業務原価
業務価格

消費税相当額

直接人件費

業務委託料

間接原価

直接経費

直接原価

一般管理費等

 電算機使用経費

その他原価

　この積算基準は、大阪府都市整備部（住宅建築局を除く）に係る工事監督支援業務を発注する場合に適用する。

その他

 事務用品費

 旅費交通費

 業務用事務室損料、備品等
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（２）各構成費目の算定

イ 直接原価

（イ）直接人件費

業務に従事する者の基準日額については、５．標準歩掛による。

（ロ）直接経費

事務用品費、業務用事務室損料及び電子計算機使用経費は業務遂行上特に必要で特記仕様書に明記

　ａ　事務用品費

　特に必要がある場合に計上する。

　なお、土木工事共通仕様書その他現場に必要な専門図書は、その他原価に含まれる。

　ｂ　旅費交通費等

　旅費交通費等に関する算定は設計業務等標準積算基準書および同（参考資料）に準ずる。

　なお、通勤により業務を行う場合は、直接人件費に対し、下記表の率を乗じた額を旅費交通

　費等として積算すること。

　往復旅行時間にかかる直接人件費は積算上含まれているため、別途計上しない。

　（注）旅費交通費等の率は、打合せ、現地確認、段階確認、工事検査等への臨場の費用とする。

　ｃ　業務用事務室損料、備品等

　発注者施設を無償使用する場合は計上しないものとする。

　ｄ　電算機使用経費

　電算機リース料等が必要となる場合は、直接人件費に対し、下記表の率を乗じた額を電算

　機使用経費として積算すること。

　（注）直接人件費は、往復旅行時間にかかる直接人件費を除くものとする。

　ｅ　その他

　電子成果品作成費が必要となる場合は、別途計上する。

ロ その他原価

その他原価は、次式により算定した額の範囲内とする。

　（その他原価）＝（直接人件費）×α／（１－α）

　ただし、αは原価（直接経費の積上計上分を除く）に占めるその他原価の割合であり、２５％

　とする。

ハ 一般管理費等

一般管理費等は、次式により算定した額の範囲内とする。

　（一般管理費等）＝（業務原価）×β／（１－β）

　ただし、βは業務価格に占める一般管理費等の割合であり、３５％とする。

（３）変更の取扱い

業務委託の変更は、次の各号に基づいて行うものとし、官積算書をもとにして次の式により算出する。

１）直接人件費は、業務内容（業務対象工事件数等）の変更に応じて変更する。

２）直接経費

①業務用自動車損料、燃料費及び運転手賃金等は、現地調査に業務用自動車を使用する場合において、

調査箇所の増減、変更があった場合に変更を行うものとする。

直接人件費の２．７％

　変更業務委託料＝変更積算金額　×
直前の請負金額

直前の積算金額

　した場合に計上する。

旅費交通費

直接人件費の４．１５％

旅費交通費等の上限（千円）

－

電算機使用経費
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　　　②旅費交通費は、業務内容の変更に伴い当初設計の旅費交通費が変わる場合に変更する。

　　３）その他原価及び一般管理費等は、直接人件費等の変更に伴い変更を行う。

　（４）その他

　　　　　その他の業務委託料に関する算定については、必要に応じて、設計業務等標準積算基準書および同（

　　　　参考資料）を参考とする。

４．業務内容

　（１）打合せ

　　　　・業務の実施にあたり、調査職員と管理技術者は、業務着手時及び業務完了時に、業務の全体計画等

　　　　　に打合せを行うことを基本とする。

　　　　・業務履行期間中、調査職員と管理技術者については定期的な打合せを行うことを基本とし、打合せ

　　　　　の頻度等は設計図書によるものとする。

　　　　・定期的な打合せについては、業務着手時及び業務完了時の打合せと兼ねることが出来る。

　（２）工事管理

　　　　・工事監督支援業務共通仕様書第４００３条を基本とする。

　（３）指揮・監督業務

　　　　・工事監督支援業務共通仕様書第１００５条第項を基本とする。

５．標準歩掛

　　標準歩掛は以下のとおりとする。

　　（１）打合せ

１月当たり

備考　１．打合せには、打合せ議事録の作成時間及び移動時間（片道所要時間１時間程度）

　　　　　を含むものとする。

　　　２．打合せには、電話、電子メールによる確認等に要した作業時間を含むものとする。

　　　３．担当技術者の歩掛は、基準日額の計算に含む。

　　　４．打合せ回数は、必要に応じて変更できる。

　　（２）工事監督支援業務

　　　１）業務計画

１業務当たり

　　　２）工事管理

１工事当たり

　　※管理技術者を対象とする。

作　業　区　分 単位 数　量 階　級 備　　考

人 １．２ 技師（Ａ）
移動時間含む。２回／月を標準とす
る。

作　業　区　分 単位 数　量 階　級 備　　考

定例打合せ

作　業　区　分 単位 数　量 階　級 備　　考

業務計画 人日 １．４ 技師（Ａ）
担当技術者の歩掛は、基準日額の計算
に含む。

工事管理 人日 ０．４ 技師（Ａ）
工事書類、関係資料の確認を対象とす
る。
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　　　３）工事監督支援

１ヶ月当たり

　（注）指揮・監督業務においては管理技術者を対象とする。

　　　　担当技術者については、以下の通りとする。

　　　・担当技術者（式/月） ＝ 基準日額 × 必要人数 × 19.5人/日・月 ＋ 超過業務標準相当額

　　　・設計表示単位は、積算表示、契約表示とも０．１月とする。（小数第２位四捨五入）

　　　・必要人数は、業務対象工事量を考慮し決定するものとする。

　　　・超過業務標準相当額の積算は、担当技術者の時間外給与月当たり３０時間相当分を計上するこ

　　　　とを標準とする。なお、超過業務時間あたり単価は次式による。

ただしＡ、Ｂは以下の通りとする。

６．業務用事務室賃料等

　１）事務室賃料、駐車場賃料、事務室敷金（保証金）・礼金、共益費（管理費）等を計上する場合は、

　　　発注事務所付近の物件を任意で選定して見積を徴収したうえで価格決定し、直接経費として計上

　　　する。

　２）見積徴収の方法は、工事における材料単価の見積に準ずることとする。

　３）業務用事務室賃料等については、仕様・規格が不明瞭であるため、積算単価を特記仕様書に明示

　　　することとする。

　４）設計表示単位は１式とし、内訳の事務室賃料、駐車場賃料、共益費（管理費）等は０．１月（小

　　　数第２位四捨五入）、事務室敷金（保証金）・礼金は１式として計上する。

　５）事務室賃料、駐車場賃料、共益費（管理費）等の数量は、入居時期は契約後０．５ヶ月とし、

　　　退去次期は履行期限月末として算定する。

　　　（一般的に事務室賃料等は入居日は日割換算で、退去月は１ヶ月分の費用を要するため。）

指揮・監督業務 人日 １．１ 技師（Ａ）
想定される担当技術者が２人以下の場
合は、０．５を乗じる。

作　業　区　分 単位 数　量 階　級 備　　考

直接経費 式 １．０

担当技術者 式 １．０ 技師（Ｃ）
業務内容が標準的でない場合は別途考
慮するものとする。
なお、人件費の計算は次式による。

Ｂ

１００

１２５
Ａ＝ Ｂ＝ 割増対象賃金比

超過時間あたり標準単価　＝　基準日額 × × ×
８

１
Ａ
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㉞電子基準点のみを既知点とした２級及び３級基準点測量

　１．電子基準点のみを既知点とした２級及び３級基準点測量（新点）

　（１）適用範囲

　　　　国土地理院が制定した電子基準点のみを既知点とした基準点測量マニュアルを

　　　使用して２級及び３級基準点を設置するときに適用する。

　（２）歩掛

　　　　国土地理院の下記リンク先のホームページに掲載の「電子基準点のみを既知点と

　　　した基準点測量」の参考歩掛を利用する。

　（３）その他

　　　　歩掛は積算開始日時点のものとし、見積参考資料に適用した歩掛表を記載する。

https://www.gsi.go.jp/gijyutukanri/gijyutukanri40004.html
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